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第169回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

三井倉庫ホールディングス株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト(http://msh.mitsui-soko.com/ir/sokai/)に掲載する
ことにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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連　結　注　記　表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　　　　　　89社
（主要な連結子会社の名称）

三井倉庫株式会社〔倉庫業務、港湾運送業務〕
MITSUI-SOKO INTERNATIONAL PTE LTD〔海外における物流サービス、複合一貫輸送業務〕
三井倉庫エクスプレス株式会社〔航空貨物輸送業務〕
三井倉庫ロジスティクス株式会社〔３ＰＬ業務〕
三井倉庫ビジネストラスト株式会社〔アウトソーシング業務〕
三井倉庫サプライチェーンソリューション株式会社〔サプライチェーンマネジメント支援業務〕
三井倉庫トランスポート株式会社〔陸上貨物運送業務〕

（連結範囲の変更）
当連結会計年度より、以下の会社を新規設立により連結の範囲に含めております。

Prime Cargo USA Inc.
当連結会計年度より、以下の会社を清算により連結の範囲から除外しております。

Steamline A/S
（2）主要な非連結子会社の名称等

株式会社三港フーヅ（他１社）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社数　　　　６社

（主要な持分法適用関連会社の名称）　上海錦江三井倉庫国際物流有限公司
 

（2）持分法を適用していない非連結子会社（株式会社三港フーヅ 他１社）及び関連会社（アメリカンターミナル
サービス株式会社 他２社）は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等から見て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち42社については、決算日が連結決算日と又は決算期間が連結決算期間と異なるため、連結決
算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。その他の連結子会社の決算日は、連
結会計年度の末日と一致しております。

－ 1 －
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの　・・・ 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　・・・ 移動平均法による原価法

②デリバティブ　・・・・・ 時価法
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産　・・・・・・
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物、平
成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、並びに在外連結子
会社については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：３～50年、機械装置及び運搬具：２～15年
②無形固定資産　・・・・・・

（リース資産を除く）
定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（3）重要な繰延資産の処理方法

社債発行費・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。
（4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金　・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　・・・・・・・ 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に
負担すべき額を計上しております。

－ 2 －
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（5）退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間年数（８～15
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間年数（12～13年）による定額法
により、費用処理しております。

（6）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主
持分に含めて計上しております。

（7）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却しております。

（8）ヘッジ会計の処理方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
は特例処理によっております。

（9）その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理　　　　税抜方式を採用しております。

会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応
報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及
び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この変更による当連結会計年度の連結計算書類に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　「営業外収益」の「受取補償金」は、従来、連結損益計算書上「その他」（前連結会計年度598百万円）として
表示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年度より「受取補償金」（207百万円）として表示して
おります。
　なお、前連結会計年度の「受取補償金」は92百万円であります。

－ 3 －
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追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連
結会計年度から適用しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保付債務

（1）担保に供している資産
建物及び構築物 3,814百万円
土　　　　　地 6,378百万円

計 10,192百万円
当該資産に係る根抵当権の極度額は15,786百万円であります。

（2）担保付債務
短期借入金 940百万円
１年内返済予定の長期借入金 1,172百万円
長期借入金 2,677百万円

計 4,790百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 147,061百万円

　減価償却累計額には減損損失累計額を含んで表示しております。
３．保証債務

（1）他社の銀行借入等に対する保証債務 232百万円
（2）従業員の住宅ローンに対する保証債務 84百万円

４．受取手形裏書譲渡高 39百万円

－ 4 －
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連結損益計算書に関する注記
減損損失
１．減損損失の金額

当期において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。
用途 種類 金額

物流倉庫等

建物及び構築物 3,034百万円

機械装置及び運搬具 242百万円

土地 468百万円

その他 816百万円

その他 のれん（＊） 20,917百万円

合計 25,478百万円
 

（＊）上記、のれんの減損損失20,917百万円には、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」
(会計制度委員会報告第7号 平成26年11月28日)第32項の規定に基づくのれん償却額5,027百万円が
含まれております。

２．資産のグルーピングの方法
物流倉庫等の事業用資産については、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。のれんについては、会社単位
でグルーピングしております。

３．減損損失を計上した資産グループの概要及び経緯
(1)事業用資産に関する減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額

 東京都江東区 物流倉庫等 建物、機械装置等 1,591百万円

 兵庫県神戸市 物流倉庫等 土地、建物、機械装置等 1,769百万円

　②減損損失の計上に至った経緯
投資効率の低い物流拠点において将来の回復が見込まれないことが判明したため、当該資産グループに係る

資産の帳簿価額を使用価値または合理的に算出された正味売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
特別損失に計上しております。

なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを7.7％で割り引いて算定しております。

－ 5 －
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(2)連結子会社三井倉庫ロジスティクス株式会社に関するのれんの減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額

- その他 のれん 13,517百万円

　②減損損失の計上に至った経緯
家電量販店の店舗向けの物流センター運営、家電の宅配設置業務等を主な事業とする三井倉庫ロジスティク

ス株式会社の業績は、取扱いエリアの拡大、販売物流の新規業務開始などにより営業収益・利益ともに堅調に
推移しております。しかしながら、買収時の事業計画を継続的に下回って推移していることから、今後の事業
計画を慎重に見直し、回収可能価額まで減額しております。回収可能価額は、将来キャッシュ・フローを
10.0％で割り引いて算定し、帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、上記金額には「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（会計制度委員会報告第7号
　平成26年11月28日）第32項の規定に基づくのれん償却額が含まれております。

(3)連結子会社三井倉庫サプライチェーンソリューション株式会社に関するのれんの減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額

- その他 のれん 4,661百万円

　②減損損失の計上に至った経緯
日本国内における家電メーカーの工場内物流、商品等の国内外の輸配送等を主な事業とする三井倉庫サプラ

イチェーンソリューション株式会社は、既存の事業を中心に営業収益・利益ともに堅調に推移していることに
加え、当社グループとの共同仕入に取組むなどコストサイドのシナジーは着実に寄与し始めております。一
方、売上の拡大については、買収当初の想定を下回る見込みであることから、実質価額の下落に伴い、「連結
財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（会計制度委員会報告第7号　平成26年11月28日）第32
項の規定に基づくのれん償却額を減損損失として特別損失に計上しております。

－ 6 －
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(4)連結子会社MS Supply Chain Solutions (Thailand) Ltd.に関するのれんの減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額

- その他 のれん 1,565百万円

　②減損損失の計上に至った経緯
タイ国内における家電メーカーの工場内物流、商品等の国内外の輸配送等を主な事業とするMS Supply 

Chain Solutions (Thailand) Ltd.は、当社グループとのシナジーが買収当初の想定を下回る見込みであるこ
とから、今後の事業計画を慎重に見直し、回収可能価額まで減額しております。回収可能価額は、将来キャッ
シュ・フローを10.3％で割り引いて算定し、帳簿価額との差額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、上記金額には「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（会計制度委員会報告第7号
平成26年11月28日）第32項の規定に基づくのれん償却額が含まれております。

(5)連結子会社MS North Star Logistics Company Limitedに関するのれんの減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額

- その他 のれん 941百万円

　②減損損失の計上に至った経緯
タイ国内において主に日用品サプライヤーの輸配送等を主な事業とするMS North Star Logistics 

Company Limitedは、営業収益はほぼ買収計画どおりに推移しているものの、営業原価に関して、人件費、
輸送費が想定を上回る水準で推移していることから、今後の事業計画を慎重に見直し、回収可能価額まで減額
しております。回収可能価額は、将来キャッシュ・フローを20.4％で割り引いて算定し、帳簿価額との差額
を減損損失として特別損失に計上しております。

(6)その他
上記の他、231百万円をのれんの減損損失として、1,199百万円を有形固定資産の減損損失として特別損失

に計上しております。

－ 7 －
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　124,415,013株
２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基　準　日 効力発生日

平成28年５月13日
取締役会 普通株式 620百万円 ５円00銭 平成28年３月31日 平成28年６月７日

平成28年11月７日
取締役会 普通株式 620百万円 ５円00銭 平成28年９月30日 平成28年12月６日

計 － 1,241百万円 － － －

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
当連結会計年度の期末配当は無配につき、該当事項はありません。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、銀行等金融機関からの借入及び社債
発行により資金を調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクについては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、
リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと
に時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金(長期)であります。借入金は市場金利の変動リ
スクに、外貨建借入金は市場金利及び為替相場の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの
一部については、これらを回避する目的で、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時　価 差　　額

（１）現金及び預金 31,822 31,822 －
（２）受取手形及び営業未収金 32,407
　　　貸倒引当金（＊１） △310

差引 32,097 32,097 －
（３）投資有価証券　その他有価証券 13,722 13,722 －

資産計 77,641 77,641 －
（４）支払手形及び営業未払金 17,034 17,034 －
（５）短期借入金 6,058 6,058 －
（６）長期借入金（１年内返済予定を含む） 115,820 115,568 251
（７）社債（１年内返済予定を含む） 47,000 47,592 △592

負債計 185,913 186,254 △340
（８）デリバティブ取引（＊２） 2 2 －
(＊１)　受取手形及び営業未収金に対応する貸倒引当金を控除しております。
(＊２)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（　）で示しております。なお、デリバティブ取引のうち、金利スワップの特例処理によるもの
は、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時
価に含めて記載しております。

－ 9 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券、及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び営業未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（３）投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。
（４）支払手形及び営業未払金、並びに（５）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（６）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の
信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該
帳簿価額によっております。

（７）社債
当社の発行する社債の時価については、市場価格等に基づき算定しております。

（８）デリバティブ取引
デリバティブの時価については、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,675百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見
積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(３)投資有価証券」には含め
ておりません。

－ 10 －

連結注記表



2017/05/26 14:22:33 / 16268313_三井倉庫ホールディングス株式会社_招集通知（Ｆ）

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有して
おります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額 時　　　　価

38,200百万円 149,019百万円
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定に基づく金額、その他の

物件については収益還元法に基づいて自社で算定した金額であります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 303円66銭
１株当たり当期純損失(△) △188円65銭

(注)本連結注記表中に記載の金額の表示については、いずれも表示単位未満を切り捨てております。
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
②その他有価証券
1)時価のあるもの　・・・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
2)時価のないもの　・・・・・・・ 移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ・・・・・・・・・・・時価法

３．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産　・・・・・・・・・

（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備は除く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：３～50年、機械装置及び車両運搬具：２～15年、工具器具備品：
２～20年

②無形固定資産　・・・・・・・・・
（リース資産を除く）

定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
４．繰延資産の処理方法

社債発行費・・・・・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。
５．重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金　・・・・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回
収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　・・・・・・・・・・ 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。

③退職給付引当金　・・・・・・・・
　（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら
れる額を退職給付引当金又は前払年金費用に計上しております。

1）退職給付見込額の期間・・・
帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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2）数理計算上の差異及び・・・
過去勤務費用の費用
処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間年数(14～15年)による定額法による按分額を、それぞれ発生の翌事業
年度から償却しております。過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残
存勤務期間年数(13年)による定額法により、発生時から償却しております。

④投資等損失引当金・・・・・・・・子会社への投資等に係る将来の損失に備えるため、当該会社の財政状態等
を勘案し、必要額を計上しております。

６．退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

７．ヘッジ会計の処理方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例
処理によっております。

８．消費税等の会計処理方法
税抜方式を採用しております。

会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　この変更による当連結会計年度の連結計算書類に与える影響は軽微であります。

追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連
結会計年度から適用しております。
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貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

建物及び構築物 1,955百万円
土　　　　　地 0百万円

計 1,956百万円
三井倉庫株式会社の借入金に対して当該資産を担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 107,270百万円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．保証債務
（イ）他社の銀行借入等に対する保証債務 1,379百万円
（ロ）従業員の住宅ローンに対する保証債務 82百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 5,533百万円
短期金銭債務 9,639百万円
長期金銭債権 30,889百万円

５．取締役に対する金銭債務 74百万円

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

①営業取引による取引高
営業収益 7,020百万円
営業費用 527百万円

②営業取引以外の取引高 590百万円
当社の持株会社機能を踏まえ、関係会社からのシステム使用料と、関係会社からの施設使用料をグループ運営収入
として、また、関係会社からの受取配当金を関係会社受取配当金として計上し、営業収益に含めております。

２．関係会社株式評価損
評価損を計上した関係会社は、三井倉庫ロジスティクス株式会社(16,238百万円)、三井倉庫サプライチェーンソ
リューション株式会社(5,614百万円)及びMS North Star Logistics Company Limited(1,547百万円)であります。

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　230,024株
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退職給付引当金 759百万円
賞与引当金 298百万円
有形固定資産 150百万円
関係会社株式 8,089百万円
投資有価証券 173百万円
その他 704百万円
繰延税金資産小計 10,175百万円
評価性引当額 △8,497百万円
繰延税金資産合計 1,678百万円
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △2,409百万円
退職給付信託設定益 △1,328百万円
固定資産圧縮積立金 △3,546百万円
その他 △85百万円
繰延税金負債合計 △7,369百万円
繰延税金負債の純額 △5,691百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
税引前当期純損失であるため記載を省略しております。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等

の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 当期末残高

子会社
三井倉庫

ビズポート
株式会社

100％
（ － ）

資金の援助 資金の貸付 2,760百万円
長期

貸付金 9,300百万円
その他

（短期貸付金） 1,320百万円

資金の調達 資金の借入 8,483百万円
（*）

短期
借入金 9,500百万円

子会社
三井倉庫

サプライチェー
ンソリューショ

ン株式会社

66％
（ － ） 資金の援助 利息の受取 228百万円

長期
貸付金 8,806百万円
その他

（短期貸付金） 280百万円

子会社
PT.MITSUI-

SOKO
INDONESIA

95％
（ － ） 資金の援助 資金の貸付 599百万円

長期
貸付金 4,821百万円
その他

（短期貸付金） 1,782百万円

子会社
MITSUI-SOKO
(EUROPE)

S.R.O.
100％

（ － ） 資金の援助 資金の貸付 203百万円
長期

貸付金 2,297百万円
その他

（短期貸付金） 224百万円

子会社
MITS

LOGISTICS
(THAILAND)

CO., LTD.

100％
（ － ） 資金の援助 資金の貸付 －

長期
貸付金 2,122百万円
その他

（短期貸付金） 186百万円

子会社 三井倉庫
株式会社

100％
（ － ）

不動産の
賃貸 倉庫の賃貸 4,737百万円 営業未収金 81百万円

（*）取引金額は、期中の平均残高によっております。
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して決定しております。
倉庫の賃貸については、減価償却費、固定資産税、保険料等の実費を勘案して決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 229円47銭
１株当たり当期純損失(△) △183円59銭

(注)本個別注記表中に記載の金額の表示については、いずれも表示単位未満を切り捨てております。
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